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地域密着型の経営で30年。自社ブランド住宅
「トラストステージ」で顧客の信頼を積み上げ、成長を続ける
東武東上線・西武線沿線を主な事業エリアとして、不動産仲介業、住宅の建築・販売を手がけるマイタウン。自社ブラ
ンドの「トラストステージ」は、顧客の要望に応じて間取りが自由に設計できるフリープラン住宅とシリーズ化した企画
住宅で展開され、人気を集める。今後も地域貢献を行いながら、地元に必要とされる企業となるためにたゆまぬ挑戦
を続けていく。

株式会社マイタウン

令和４年を迎え、関係者の皆様におかれまして
は、平素より国土交通行政の推進に多大なるご協
力とご支援を頂きまして、厚く御礼申し上げます。
関東地方は、我が国最大の平野である関東平

野がほぼ中央に広がり、国土の約13％を占め、約
4,600万人（人口の37％）の人々が暮らす、我が国
最大の圏域です。また、域内総生産は、約230兆円
に上り、我が国のGDPの4割を占めるとともに、観
光面では、外国人の延べ宿泊者数の4割（約
4,200万人）を占めています。さらに、東京圏には
日本企業の本社の約6割、外資系企業の本社の8
割以上が立地するなど、関東地方には、我が国の
経済中枢機能が集積しています。
昨年は、１０月に千葉県北西部を震源とする地

震が発生し、埼玉県川口市及び宮代町並びに東
京都足立区で最大震度５強を観測しました。埼玉
県内で震度５強が観測されたのは、平成２３年の東
日本大震災以来となります。さらに、令和元年東日
本台風や令和２年７月豪雨など、近年は風水害が
頻発化・激甚化しているところです。
関東地方整備局は、このような地震災害や風

水害等に迅速かつ的確に対応するため、都県、市
区町村等の関係行政機関はもちろんのこと建設
業界との連携を更に密にし、災害対応に万全を期
して参ります。さらに、事前防災対策や大規模自
然災害からの復旧・復興、老朽化対策など「防
災・減災、国土強靱化」の取組の加速化・深化に
よって安全・安心な地域づくりに取り組むとともに、
将来の成長の基盤として経済的な波及効果が大
きく、安全で豊かな国民生活の実現に資する政
策・プロジェクトを戦略的かつ計画的に展開して
参ります。

また、社会資本整備や公共サービスの提供とい
うインフラ分野において、建設生産プロセスの変
革による生産性、安全性、効率性の向上や、職員
の仕事の進め方の変革による働き方改革を推進
することを目標に、国民のニーズを踏まえつつ、
データとデジタル技術を活用し、建設業や国土交
通省の文化・風土や働き方（業務そのものや、組織、
プロセス）の変革によるインフラ分野のＤＸを強力
に推進して参ります。
さらに、建設業が取り組む「担い手確保」と「生
産性の向上」を促進するため、原則全ての工事に
おいて週休２日制を適用するとともに、大規模構造
物等では原則BIM/CIMを活用するなどの取組を
積極的に進めて参ります。
埼玉県内では、建設業協会、埼玉県、さいたま

市、関東地方整備局の4者で構成される埼玉県地
域建設業ICT推進検討協議会において、令和3年
5月に建設業におけるICT活用やICT施工の普及
促進など「埼玉県地域建設業ICT推進アクション
プラン」を策定し、関係者共同による取組を促進し
ています。
一昨年来、建設業界の皆様にはエッセンシャル

ワーカーとして、新型コロナウイルス感染症の拡大
防止、景気の下支えとなるインフラの整備、維持・
管理にご尽力いただき大変感謝しております。皆
様とともにこの難局を乗り越えていきたいと思いま
すので、引き続きのご協力をお願い申し上げます。
関東地方整備局では、これまで築いてきた社会

資本のストック効果を生かしつつ、「防災・減災、国
土強靱化」やインフラ分野におけるDXを強力に推
進し、我が国の経済･社会を牽引する活力と魅力
ある地域づくりに取り組んで参ります。

活力と魅力ある地域づくり

株式会社マイタウンは地域密着型の経営で、主軸
となる分譲・注文住宅事業と不動産仲介事業を行う
企業だ。営業エリアは、本社のある朝霞市をはじめ
東武東上線、西武線沿線の志木市、和光市、新座市、
西東京市、練馬区、板橋区で、七つある店舗から1時
間半以内で移動できる地域を守備範囲とする。
新築工事件数は年間約200棟。志木、朝霞、新座、
和光4市の戸建て供給数ではトップクラスを誇る。自
社ブランド「トラストステージ」は、自由度の高い設計
が特徴のフリープラン住宅とシリーズ化した企画住
宅で展開されており、顧客の満足度が高い同社の看
板商品だ。
「当社は設立から30年を迎えました。設立当初は
不動産仲介事業を主体としていましたが、20年ほど
前から分譲住宅事業を開始しました。今は、売り上げ
の多くが分譲注文住宅事業で、ほぼハウスメーカー
に近い感じです」（内田隆成社長）
同社のストロングポイントは地域密着型経営、土地

の仕入れから設計・建築・アフターサービスまでのす
べてを一気通貫で自社で手がける体制、そして社是
となる「お客さま第一主義」の実践である。

店「NATURIM（ナチュリム）」を開店する。狙いは
新たな販売チャネルの獲得である。
暮らしを潤す雑貨は住宅と親和性があり、住宅と

違って手ごろでかわいく、気に入ったグッズは衝動買
いができるものだ。また、購入者の多くが若い女性や
主婦で、同社のターゲットゾーンでもある。そこで雑
貨店を入り口に同社を知ってもらうことで、家づくり
の潜在需要を引き出せるのでは、と考えたのだ。
「当社を知ってもらい、種をまいておく。そして、家
を探そうというタイミングがきたら、当社を選んでいた
だければと思っています。うちの社員ならお客さまに
選ばれるという自信がありますから」
その後、併設して同社の丸井志木店も開店。雑貨
店と不動産事業を合わせて、順調に売り上げを伸ば
しているという。

同社は地域に愛され、必要とされる企業となるた
め、地元に貢献できる取り組みを積極的に行ってい
る。朝霞市の子ども食堂「みらい食堂」の支援や地
域の駐車場不足を解消するマッチングサービス会社
への出資・協賛、さらに朝霞の市民祭り「彩夏祭」に
も支援を行い、地元の活性化に力を注ぐ。
長年地域に根ざして事業展開を行う同社にとって、

地域をいかに活性化させ、どう雇用を生んでいくか
は重要な課題でもある、と内田社長は語る。
「人口減少が叫ばれていますが、当社の事業エリ
アはまだまだ伸びしろがあると思っています。この先、
相続で悩まれているお客さまの相続税対策のための
賃貸マンション建設。また、後継者不在で困っている
地域の不動産会社等があれば、当社が支援する働
きかけも行っていきたいです。そして、地域の雇用と
活性化を図っていきたいと思います」
30年にわたり、地域の信頼を積み上げてきた同社。

今後も“ローカルファースト”の姿勢で、地元に必要と
される企業となるべく、変化と進化を続けていく。

受けた傷はほとんどなかった。一方、その後不況が訪
れて売れ残った土地が安く市場に出され、同社に声
がかかったという。
「19区画という大きな案件は、当時の当社の規模
で回ってくるような話ではありません。でも、『何とか
引き受けてくれないか』と声をかけていただき、融資
の審査も通ったので引き受けました」
さらに自社設計を始めていた同社にとって、リーマ

ン・ショックが追い風となったことがもう一つある。不
況によって建築業界で人材の流動化が起こり、優秀
な設計技術を持つ人材が入社してきたのだ。
「自社設計のほうが外にお願いするよりもコストダ
ウンになると考え、優秀な人材を探していました。一
気通貫で手がける仕組みに弾みがついたのです」
多くの企業がリーマン・ショックというピンチに悪戦

苦闘するなか、同社はそれをチャンスに変え、自社ブ
ランドの商品開発を進めていった。

平成22年当時、営業エリア内の戸建ての主流は
建てて売る“建売住宅”がほとんどで、建築条件付き
の土地を購入したあとで建物を建てる“売建住宅”
のスタイルは、まだ見られなかった。
「当時は在庫の回転を早くしないといけない、と考
えていました。そこで、土地と建物を分割実行して土
地を先行して決済し、建物をあとで決済すれば、家が
完成するまで決済されない建売住宅と違って、回転
率が上がるのではないか、と。先代とプランを考え、
この界隈でいち早く売建住宅を始めました」
そして、注文住宅よりも価格を抑え、顧客の要望に
応じて1軒１軒間取りを設計する、自由度の高い売建
住宅トラストステージが誕生する。
「当時、当社のような小さい会社で何を強みとする
かを考えた時、他社がやっていないことをやろうと。
それで自由設計を始めました。お客さまと何回も打ち
合わせをして、スピードよりもお客さまの夢を形にす

平成26年、同社はアフター・リフォーム事業部を開
設する。これによって土地の仕入れから、設計・建築、
販売、点検・リフォームまで、すべてを自社で行う体制
が整った。
「家を買った周囲のお客さまの話を聞くと、『困った
ことがあった時、たらい回しにされて対応してくれな
い』という声があった。そこで、多少コストはかかります
が、すべての困りごとを引き受ける部署をつくろう、と。
営業所のある場所から1時間半の地域を業務エリア
にしているのはそのためです」

満足感を味わえる企業を目指し、社員教育を行ってき
ました。今でもそれは続いています。その結果が表れ
てきているのだと思います」
アットホームな雰囲気は、別の形でも効果が現れて
いる。なんと、同社で家を購入した顧客が後に「ここで
働きたい」と転職してくるというのだ。そうした社員が
営業部員の3割を占めるというのだから驚かされる。
同社スタッフの“人財力”の賜物だろう。

平成30年、同社はマルイファミリー志木店に雑貨

同社の創業は平成4（1992）年。不動産会社に勤
めていた先代の佐藤茂氏が興した。不動産仲介業
でスタートし、その後平成13年には分譲住宅事業を
開始。分譲新築や中古住宅をリノベーションして販
売する買取再販で、施工実績を積み上げていった。
「私が入社したのは平成15年。当時は社員数4名
の会社でした。先代の佐藤は土地や不動産の目利き
で、それが奏功して当社は少しずつ売り上げと建築
棟数を増やし、階段を上っていったように思います」
転機が訪れたのは、リーマン・ショック後の平成22
年頃。初めて19区画という大型の土地を朝霞で仕
入れたことであった。それが可能となったのは、同社
が着実に売り上げを伸ばし、銀行からの信用があっ
たこと、そして先代社長・佐藤氏の時代を読む目の
鋭さによるものだった。
佐藤氏はリーマン・ショックが起こる1年ほど前に
世界の状況を見て「不動産不況が訪れる」と予想。
社員に、自社で抱える在庫をゼロにするよう指示を
出していた。そのためリーマン・ショック後に同社が

リーマン・ショックをチャンスに変える

関東地方整備局長
若林 伸幸氏

る家づくりを最優先に考えました」
建築施工は同社の専属ともいえる大工が行い、基

本的に１顧客1組で担当。ゆとりある工期でていねい
に建築する。
トラストステージは、販売開始から着実に建築棟数
を伸ばし、これまで約1,500棟以上の住まいを供給。
同社の売り上げを右肩上がりに上昇させている。顧
客からは、“親身になって対応してくれた”“望み通り
の家ができた”と満足度が高い。

地域に根ざし、顧客の困りごとにしっかりと対応する
―そのきめ細やかなサービスで顧客の信頼を積み
上げてきた同社。近年では、口コミによるリフォームや
売却、建て替えの紹介件数が数倍も伸びているという。
また、店舗内のアットホームな雰囲気や、親身になって
家づくりを支える社員の対応も顧客から高い評価を得
ており、それも口コミの紹介を後押ししているようだ。
「創業当時、佐藤は社内のアットホームな雰囲気を
大切にしていました。それを旨に、物心共に達成感と
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新築工事件数は年間約200棟。志木、朝霞、新座、
和光4市の戸建て供給数ではトップクラスを誇る。自
社ブランド「トラストステージ」は、自由度の高い設計
が特徴のフリープラン住宅とシリーズ化した企画住
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選ばれるという自信がありますから」
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店と不動産事業を合わせて、順調に売り上げを伸ば
しているという。
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も支援を行い、地元の活性化に力を注ぐ。
長年地域に根ざして事業展開を行う同社にとって、
地域をいかに活性化させ、どう雇用を生んでいくか
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アはまだまだ伸びしろがあると思っています。この先、
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賃貸マンション建設。また、後継者不在で困っている
地域の不動産会社等があれば、当社が支援する働
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がかかったという。
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で回ってくるような話ではありません。でも、『何とか
引き受けてくれないか』と声をかけていただき、融資
の審査も通ったので引き受けました」
さらに自社設計を始めていた同社にとって、リーマ

ン・ショックが追い風となったことがもう一つある。不
況によって建築業界で人材の流動化が起こり、優秀
な設計技術を持つ人材が入社してきたのだ。
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完成するまで決済されない建売住宅と違って、回転
率が上がるのではないか、と。先代とプランを考え、
この界隈でいち早く売建住宅を始めました」
そして、注文住宅よりも価格を抑え、顧客の要望に
応じて1軒１軒間取りを設計する、自由度の高い売建
住宅トラストステージが誕生する。
「当時、当社のような小さい会社で何を強みとする
かを考えた時、他社がやっていないことをやろうと。
それで自由設計を始めました。お客さまと何回も打ち
合わせをして、スピードよりもお客さまの夢を形にす

平成26年、同社はアフター・リフォーム事業部を開
設する。これによって土地の仕入れから、設計・建築、
販売、点検・リフォームまで、すべてを自社で行う体制
が整った。
「家を買った周囲のお客さまの話を聞くと、『困った
ことがあった時、たらい回しにされて対応してくれな
い』という声があった。そこで、多少コストはかかります
が、すべての困りごとを引き受ける部署をつくろう、と。
営業所のある場所から1時間半の地域を業務エリア
にしているのはそのためです」

満足感を味わえる企業を目指し、社員教育を行ってき
ました。今でもそれは続いています。その結果が表れ
てきているのだと思います」
アットホームな雰囲気は、別の形でも効果が現れて
いる。なんと、同社で家を購入した顧客が後に「ここで
働きたい」と転職してくるというのだ。そうした社員が
営業部員の3割を占めるというのだから驚かされる。
同社スタッフの“人財力”の賜物だろう。

平成30年、同社はマルイファミリー志木店に雑貨

同社の創業は平成4（1992）年。不動産会社に勤
めていた先代の佐藤茂氏が興した。不動産仲介業
でスタートし、その後平成13年には分譲住宅事業を
開始。分譲新築や中古住宅をリノベーションして販
売する買取再販で、施工実績を積み上げていった。
「私が入社したのは平成15年。当時は社員数4名
の会社でした。先代の佐藤は土地や不動産の目利き
で、それが奏功して当社は少しずつ売り上げと建築
棟数を増やし、階段を上っていったように思います」
転機が訪れたのは、リーマン・ショック後の平成22
年頃。初めて19区画という大型の土地を朝霞で仕
入れたことであった。それが可能となったのは、同社
が着実に売り上げを伸ばし、銀行からの信用があっ
たこと、そして先代社長・佐藤氏の時代を読む目の
鋭さによるものだった。
佐藤氏はリーマン・ショックが起こる1年ほど前に
世界の状況を見て「不動産不況が訪れる」と予想。
社員に、自社で抱える在庫をゼロにするよう指示を
出していた。そのためリーマン・ショック後に同社が

る家づくりを最優先に考えました」
建築施工は同社の専属ともいえる大工が行い、基
本的に１顧客1組で担当。ゆとりある工期でていねい
に建築する。
トラストステージは、販売開始から着実に建築棟数
を伸ばし、これまで約1,500棟以上の住まいを供給。
同社の売り上げを右肩上がりに上昇させている。顧
客からは、“親身になって対応してくれた”“望み通り
の家ができた”と満足度が高い。

地域に根ざし、顧客の困りごとにしっかりと対応する
―そのきめ細やかなサービスで顧客の信頼を積み
上げてきた同社。近年では、口コミによるリフォームや
売却、建て替えの紹介件数が数倍も伸びているという。
また、店舗内のアットホームな雰囲気や、親身になって
家づくりを支える社員の対応も顧客から高い評価を得
ており、それも口コミの紹介を後押ししているようだ。
「創業当時、佐藤は社内のアットホームな雰囲気を
大切にしていました。それを旨に、物心共に達成感と

顧客の思いにとことん付き合う

サービスと人財力で顧客の心をつかむ

不動産会社の敷居を下げる

地域になくてはならない会社を目指す志木本店外観

施工事例(外観)

施工事例・内観（左右）

雑貨店「NATURIM」
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株式会社マイタウンZOOM UP
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社ブランド「トラストステージ」は、自由度の高い設計
が特徴のフリープラン住宅とシリーズ化した企画住
宅で展開されており、顧客の満足度が高い同社の看
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